
資料１

1／2

　　　　　　　   埼玉県公共調達改革推進工程進捗管理表

実施時期

主な担当部局
H17以
前

コンプライアンスの徹底 【職員倫理規程の見直し】 平成１８年度

・ 職員倫理規程に官製談合防止に係る条項を設定する。 総務部

内部通報制度の整備 【第三者による通報受付窓口の整備】 平成１８年度

・ 県組織の外部に弁護士等の第三者による通報受付窓口を設置する。 総務部

【退職後２年間の職員の再就職制限】 平成１７年度

・ 「職員の民間企業への再就職等の取扱いについて（通知）」において措置済み。 総務部

議会等の関与 【議案説明資料の充実等】 平成１９年度

・ 定例県議会における議案説明資料に予定価格や落札率を記載するなど、記載内
容の充実を図る。

企画財政部

【１千万円以上の工事は原則一般競争入札とする】 平成２１年度
3千万円以上 1千万円以上

・ 平成１９年度から段階的に実施し、平成２１年度から全面実施する。 各発注部局 ●

（目標：実施割合（件数ベース）　平成１９年度４０％、平成２０年度７０％）
実績５１％ 実績７６％

【指名競争入札の原則廃止】 ―
試行

・ 平成２１年度から１千万円未満の工事についても一般競争入札の導入を試行す
る。

各発注部局

【一般競争入札拡大のための課題解決】  

・ 不良不適格業者排除のため、入札ボンドを試行する。
―

総務部
試行中 順次拡大（１８年度１件、１９年度１６件、

２０年度１１件、２１年度１４件） 7

・ 品質の確保のため、最低制限価格制度の充実を図る。
平成２０年度

総務部 達成
最低制限価格及び低入札調査基準価格を改定し
た。２０年９月１日から適用。 8

・ 事務量の軽減のための入札参加資格事後審査方式については導入済み。
平成１８年度
各発注部局 達成 9

総合評価方式の拡充 【適用案件の拡大】 ― 100件 150件 200件 本格運用

　 （目標：平成１９年度は１５０件、平成２０年度は２００件） 各発注部局 実績１２１件 実績２１４件 実績２４２件

【内容の充実】 継続実施

・ 適用結果を検証し、評価基準の充実を図る。 各発注部局

電子入札の拡大 【電子入札の全面導入】 平成１９年度

・ 平成１９年度下半期に全面導入する。 各発注部局

【設計図書閲覧・配布方法の電子化】 平成２０年度

・ 電子納品保管管理システムを構築する。 県土整備部

：平成２０年度までの取組（２３項目） 凡例 指針策定以前に実施済み

：平成２１年度取組（３項目） 目標達成時期
：継続実施（５項目） 段階的実施・一部実施

完全実施
継続的に実施

13

：平成２１年度取組

1

2

3

4

5

6

10

12

11

整理
番号

達成

達成 １９年９月定例会から実施。

Ｈ２０年度Ｈ２１年度
実施状況

「埼玉県職員からの公益通報処理規
程」を改正、第三者による通報窓口を設
置し、１９年３月２０日から受付を開始。

「入札談合等関与行為の防止に関
して遵守すべき事項」を定めた。１９
年４月から施行。

達成

１９年１０月から全面導入。

原則
全面実施

具体的取組内容
取組スケジュール

Ｈ１８年度

◎

Ｈ１９年度

達成

適宜

一般競争入札の拡大と
指名競争入札の原則
廃止

●

２１年度から本格運用〔１千万円以上の
工事の２～３割程度を実施〕。
(１８年度から２０年度まで試行期間)

● 達成

達成

●

●

達成

達成

一般競争入札の適用範囲を現行３
千万円以上から１千万円以上に拡
大した。（１９年４月から）

◎

●

指針取組項目

官
製
談
合
の
防
止

職員の再就職制限とＯ
Ｂ等からの働きかけ防
止

●

●

談
合
を
防
止
す
る
入
札
制
度
の
改
革

●

総合評価方式活用ガイドラインを１９年
４月・７月、２０年４月・１１月、２１年４
月、２２年４月に改定して適用。

試行中

試行方針を定めて試行。
（２１年度から２２年度まで試行期
間）

２０年１０月から納品データの保管・検
索機能を運用開始。２１年３月から設計
図書の閲覧・配布機能を運用開始。

実績３５３件

平成２２年４月２０日

第６回埼玉県公共調達改革推進本部会議資料
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実施時期

主な担当部局
H17以
前

整理
番号Ｈ２０年度Ｈ２１年度

実施状況具体的取組内容
取組スケジュール

Ｈ１８年度Ｈ１９年度
指針取組項目

情報公開の推進 【インターネットを活用した情報公開】 　 　

・ 指名選定理由を含む入札情報等については実施済み。
平成１７年度
各発注部局 達成 14

・ 発注機関において閲覧公表している情報（工事請負契約内容等）をインターネット
上で公開する。

平成１９年度
各発注部局 達成 ２０年３月から適用。 15

【公開対象の拡大】

・ 総合評価方式における対象工事の選定基準を公開する。
平成１９年度
各発注部局 ● 達成

入札参加者のための総合評価方式マニュアルを
改定。１９年４月から適用。 16

・ 業者選定委員会の議事録を公開する。
平成２０年度
各発注部局 達成 ２０年４月から実施。 17

ペナルティの強化 【入札談合による指名停止期間を最低１２月とする】 平成１８年度

・ 指名停止措置要綱を改正する。 総務部

【違約金特約の額を契約額の２０％以上とする】 平成１９年度

・ 標準契約約款を改正する。 総務部

【警察への談合情報の積極的提供】 平成１８年度

・ 談合情報対応要領を改正する。 総務部

【応札可能者の２０～３０者以上確保】 平成１９年度

・ ガイドラインを整備する 総務部

物品調達等 【一般競争入札の拡大】 　

・ 物品調達（１６０万円超）、印刷の請負（２５０万円超）は原則一般競争入札とする。
平成２０年度
各発注部局 ● 達成

知事部局は１９年１０月から実施。
企業・病院局は２０年４月から実施。 22

・ １千万円以上の庁舎管理等の業務委託は原則一般競争入札とする。
平成２０年度
各発注部局 達成 ２０年度契約から実施。 23

入札事務の適正化 【専担組織による入札執行】 平成１３年度

・ 平成１３年度から、５億円以上の工事についての入札事務は入札企画室で実施し
ている。

総務部

【入札監視委員会等の機能拡充】 平成１９年度

・ 談合防止対策については「彩の国建設工事の入札及び契約事務適正化委員会」
の所掌事項になっているが、調査検証などを行う機能の充実を図る。

総務部

【企業倫理確立の要請】 　 　
・ （社）埼玉県建設産業団体連合会及び（社）埼玉県建設業協会に対し公共工事に

おける談合の防止及び企業倫理の確立等について要請を行った。

平成１８年度
総務部 達成 26

・ 建設関係団体にコンプライアンス定着のための専門委員会の設置を要請する。
継続実施

県土整備部 達成 27

・ 引き続き企業倫理の確立を求める。
継続実施

県土整備部 継続
建設業者を対象とした法令遵守に関する研修会
を開催。企業倫理確立の取組を通知。 28

【経営基盤強化、新分野進出のための支援】 　 　
・ 建設業者の新分野進出、経営基盤強化を内容とするセミナーを開催する。

継続実施
県土整備部 継続

埼玉県建設産業構造改善推進協議会にお
いて１８年度からセミナーを開催。 29

・ 埼玉県中小企業振興公社を活用した専門的な経営相談を実施する。
継続実施

県土整備部 継続
埼玉県中小企業振興公社において１８年度
から経営相談を実施。 30

・ 雇用能力開発機構が実施している建設雇用改善事業の活用を図る。
継続実施

県土整備部 継続
独立行政法人雇用・能力開発機構埼玉セン
ターにおいて１８年度から雇用管理研修や
建設雇用改善助成金の支援を実施。

31

：平成２０年度までの取組（２３項目） 凡例 指針策定以前に実施済み
：平成２１年度取組（３項目） 目標達成時期
：継続実施（５項目） 段階的実施・一部実施

完全実施
継続的に実施

達成

21

２０年４月、組織改正により契約局を設置。
大規模建設工事の下限額を５億円から１億
円に引き下げ、一層の集約化を図った。

24

　　要請を受けて、(社)埼玉県建設産業
　　団体連合会及び(社)埼玉県建設業
　　協会において、１９年度にコンプライ
　　アンスに関する専門委員会が設置
　　された。

25
運営要領を改正し、所掌事項に「談合情報
に関する調査、検証」を追加した。１９年７月
１日から施行。

談合情報対応要領を改正し、警察本部に対
しても積極的に情報提供を行うこととした。１
９年３月２０日から施行。

18

20

標準契約約款を２０年１月に改正し
た。（２０年４月１日から施行） 19

建設業の構造改善

地域産業の育成と公正
な競争の確保 達成

一般競争入札参加条件設定ガイドラインを
定めた。１９年７月１日から施行。

●

●

◎

◎

●建設業界の談合体質の一掃

談
合
を
防
止
す
る
入
札
制
度
の
改
革

●

達成●

●

●

達成

達成

達成
県発注工事等及び県内における公共工事
等における談合等に係る指名停止期間を延
長し最低１２月とした。１９年４月から施行。

●

要請の実施

（大規模案件のみ）



埼玉県公共調達改革推進工程表の検証

１ 工程表取組項目の達成状況

○ 工程表の取組項目（３１項目）は、平成２１年度末までに全ての取組を

達成（実施済み、試行開始）した

○ ３１項目のうち、試行中の取組（２項目 、継続実施の取組（５項目））

については、引き続き取組を行っていく

■ 主な取組の達成状況

１８年度 １９年度 ２０年度 ２１年度

一般競争入札 40%( 51%) 70%( 76%) ( 95%)実績 実績 原則全て 実績

総合評価方式 100 ( 121 ) 150 ( 214 ) 200 ( 242 ) ( 353 )件 実績 件 件 実績 件 件 実績 件 本格運用 実績 件

電子入札 全面導入

ｶﾞｲﾄﾞﾗｲﾝ整備 運用一般競争入札の地域要件設定ルール

指名停止期間最低１２月 違約金特約２０％以上ペナルティ強化
警察への積極的情報提供

一般競争入札原則導入物品調達等

※ 21年度は22年3月末現在の速報値

２ 工程表取組の成果

（１）競争性の向上

（ ）○ 一般競争入札の拡大により企業の入札参加機会が増大 →落札率が低下

（ 単位：％ ）■ 落札率（単純平均）

１８年度 １９年度 ２０年度 ２１年度

一般競争入札導入実績 １１.５ ５１.２ ７６.１ ９４.７

落札率 ９２.８ ８９.３ ８７.５ ８６.３

※ 落札率は全ての建設工事

※ 21年度は22年3月末現在の速報値

（２）工事品質の確保

○ 総合評価方式の導入により工事の品質が向上

○ 総合評価方式以外の成績も向上

（工事全体の品質向上につながる良い循環が得られた）

（ 単位：点 ）■ 総合評価方式の工事成績評定点（平均）

１８年度 １９年度 ２０年度 ２１年度

総合評価実施件数割合 ６.８% １２.２% １５.１% ２３.１%

工 事 総合評価 ７９.９ ７９.４ ８０.０ ８１.０
成 績
評定点 総合評価以外 ７７.２ ７７.５ ７７.９ ７８.７

※ 県土整備部・都市整備部の発注工事

※ 21年度は22年3月末現在の速報値

○ 一般競争入札の拡大に伴う工事の品質低下は表れていない

（ 単位：点 ）■ 工事成績評定点（平均）

１８年度 １９年度 ２０年度 ２１年度

一般競争入札導入実績 １１.５% ５１.２% ７６.１% ９４.７%

工事成績評定点 ７７.０ ７７.４ ７７.８ ７８.９

※ 工事成績評定点は全ての建設工事

※ 21年度は22年3月末現在の速報値

（３）透明性の向上

○ 電子入札の全面導入により、仕様書閲覧時や入札時に入札参加者が会す

る機会が無し

○ 工事請負契約の内容をインターネットで公表

○ 総合評価方式における対象工事の選定基準を公表

○ 業者選定委員会の議事録を公表

○ 議案説明資料への予定価格及び落札率の記載

資 料 ２



（４）県内企業の受注状況

○ 県内企業の受注率は契約件数、契約額ともに高い水準を確保している

■ 県内企業の受注状況

１８年度 １９年度 ２０年度 ２１年度

一般競争入札導入実績 １１.５% ５１.２% ７６.１% ９４.７%

県内企業契約件数 3,046 2,874 2,771 2,836
（全体に対する割合） (86.6%) (88.2%) (89.5%) (89.4%)

県内企業契約額( ) 68,016 75,511 71,407 77,211百万円
（全体に対する割合） (64.2%) (73.8%) (72.8%) (81.3%)

※ 県内企業契約件数、同契約額はＪＶを除く

※ 21年度は22年3月末現在の速報値

３ 新たな課題

（１）不調・不落入札の増加、一般競争入札における入札参加者の減少

■ 現状（不調・不落入札及び一般競争入札における入札参加者数の推移）

１８年度 １９年度 ２０年度 ２１年度

不調・不落入札の発生件数 ６８ １４３ ２９１ ２２８
※ ( )は発生件数割合 (1.9%) (4.2%) (8.6%) (6.7%)

一般競争入札における (4～2月)
平均入札参加者数 － ９.６者 ７.４者 ８.６者

※ 21年度は22年3月末現在の速報値

課 題

● 発注の遅れにより早期の事業効果発現が困難となる

● 入札参加者の減少により競争性の低下が懸念される

原 因

○ 業者が有利な工事を選別して入札参加

○ 企業の合理化による人員削減（技術者の不足）

○ 入札参加条件の厳格な設定

○ 入札金額見積期間の不足

対応策

○ 難工事指定の試行（難工事受注実績を後の総合評価方式で優遇）

〔 〕21年4月

○ 配置予定技術者の経験を評価しない総合評価方式の導入〔21年4月〕

○ 現場代理人等の常駐規定の緩和等（兼務を認める工事の指定）

〔同一県土整備事務所管内：21年3月、隣接市町村に拡大：22年4月〕

○ 入札参加条件の段階的な緩和（企業の施工実績や配置技術者の施工経験

の条件緩和等 〔21月4月〕）

○ 新規参入機会の拡大（県発注工事の下請け実績や民間施工実績の入札参

加条件への採用 〔21年11月〕）

（２）低価格による入札の増加

■ 現状（低価格入札発生件数割合の推移）

１８年度 １９年度 ２０年度 ２１年度

低価格入札発生件数 １０９ １６１ ４００ １,１７８
※ ( )は発生件数割合 (4.3%) (9.3%) (17.0%) (47.5%)

※ 低価格入札： 最低制限価格未満の入札＋低入札調査基準価格未満の入札）（

※ 21年度は22年3月末現在の速報値

課 題

● 品質の低下が懸念される

● 県内企業の健全な発展の阻害が懸念される

原 因

○ 厳しい経済情勢が続き、今後の公共投資の先行きが不透明なために

受注競争が激化

対応策

○ 最低制限価格等の水準引上げ

・ 価格の算定式の引上げを実施〔20年9月〕

・ 価格の算定式及び設定範囲（上下限値）の引上げを実施〔21年7月〕

・ 設定範囲（下限値）の引上げを実施〔21年9月〕

○ 今後、水準引上げの結果を検証



今後の公共調達改革の取組

■ 課題の整理

○ 公共調達改革を進めてきた中で、不調不落入札の増加や入札参加者の減少

などの新たな課題が発生している

○ 今後、ますます公共事業費の削減が見込まれる中で、需要と供給のバラン

スが崩れて工事の受注に向けた価格競争の激化が想定される

○ 災害発生などの緊急時に即戦力となる地域の優良企業に対しては、今後も

継続した経営が望まれている

■ 改革に向けての視点及び主な取組

視点Ⅰ『入札に参加しやすい環境の整備』

入札参加機会及び競争性の確保

１ 一般競争入札における入札参加条件の緩和

２ 新規参入機会の拡大

３ 新たな入札方式の検討

４ 委託業務への一般競争入札の拡大

視点Ⅱ『工事品質の確保』

ダンピング防止対策の強化

１ 最低制限価格制度の導入効果の検証と対象の拡大（委託）

２ 設計金額の事後公表の拡大（工事）

総合評価方式の充実

視点Ⅲ『県内企業の継続的な経営への支援』

経営を支援する取組の継続・拡大

１ 県内企業への優先発注

２ 現場代理人等の常駐規定の緩和

３ 県内企業の資金繰りへの支援

資料３
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